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第１章 山県市国土強靱化地域計画アクションプランの策定 

 

 

１ アクションプラン策定の趣旨 

 

令和７年度から５年間の強靱化の推進方針を示した山県市国土強靱化地域計画（以下

「強靱化地域計画」という。）の着実な推進を図るため、施策分野ごとの主要施策を明ら

かにした「山県市国土強靱化地域計画アクションプラン」（以下「アクションプラン」と

いう。）を定めることとしている。 

強靱化の取組については、アクションプランにおいて詳細な事業・施策を具体化し、

強靱化計画と一体的に推進していくこととする。 

 

 

２ 施策の重点化 

 

限られた資源で効率的・効果的に本市の強靱化を進めるには、施策の優先順位付けを

行い、優先順位の高いものについて重点化しながら進める必要がある。強靱化地域計画

では施策項目単位で施策の重点化を図ることとし、現行計画における重点化施策項目を

踏襲しつつ、施策の進捗状況、計画策定後の災害から得られた教訓、社会情勢の変化を

踏まえ、３６の重点化すべき施策項目を次頁のとおり設定した。これにより毎年度の予

算編成や国への施策提案に反映することとする。 

なお、重点化施策項目については、施策の進捗状況を踏まえ、適宜見直しを行う。 
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【重点化施策項目】 

重点化施策項目

・道路ネットワークの整備 ・公共交通機関との連携強化

・孤立・大雪対策の推進

・総合的な水害・土砂災害対策の推進 ・地盤沈下対策の推進

・農業用排水機場の整備

・農業用ため池の防災対策の推進

・農地・農業水利施設などの適切な保全管理

・林道の整備

・災害に強い森林づくり

・住宅・建築物の耐震化・防火対策の促進 ・避難誘導体制の強化

・空家対策の推進 ・帰宅困難者対策の推進

・大規模盛土造成地対策の実施 ・応急仮設住宅の円滑かつ迅速な供給

・被災住宅への支援 ・地籍調査の促進

・避難所の防災機能・生活環境の向上 ・文化財の保護対策の推進

・環境保全の推進

・災害医療体制の充実 ・救急医療施設などの耐震化の促進

・避難所環境の充実 ・医療施設などにおけるエネルギー確保

・福祉避難所の運営体制確保 ・災害時健康管理体制の整備

・社会福祉施設などへの支援 ・医療・介護人材の確保・育成

・ＢＣＰなどの策定支援

・本社機能の誘致・企業立地の推進

・観光地などの風評被害防止対策の推進

・総合的な大規模停電対策の推進 ・上下水道における業務継続体制の整備

・上下水道施設などの耐震化・老朽化対策の推進 ・農業集落排水施設の機能保全

・合併浄化槽への転換促進

・水源の多様化

・ライフライン事業者との協力連携の強化

【行政】

・災害初動対応力の強化 ・防災情報通信システムの維持管理

・防災拠点機能の強化 ・業務継続体制の整備

・住民への情報伝達の強化と伝達手段の多様化 ・切れ目のない被災者生活再建支援

・非常用物資の備蓄促進

【消防】

・災害対応力強化のための資機材整備

・消防団員など人材の確保・育成

・災害廃棄物対策の推進 ・有害物質対策の検討

・河川に流出したごみなどの処理

・防災教育の推進 ・コミュニティ活動の担い手養成

・住民主体での避難対策の強化 ・地域コミュニティの維持発展

・要配慮者支援の推進

・防災人材の育成と地域防災力の強化

・支援物資供給などに係る官民の連携体制の強化 ・救出救助に係る連携体制の強化

・災害ボランティアの受入・連携体制の構築、
　支援職員の養成

・社会資本の適切な維持管理 ・公共施設などの維持管理

・メンテナンスに関する人材の養成

（11）官民連携

（12）メンテナンス・
　　　老朽化対策

（５）保健医療・
　　　福祉

（６）産業

（７）ライフライン・
　　　情報通信

（８）行政機能

（９）環境

（10）リスクコミュ
　　　ニケーション
　　　／防災教育・
　　　人材育成

（４）都市・住宅
　　／土地利用

施策分野
施策項目

（１）交通・物流

（２）国土保全

（３）農林水産
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第２章 令和７年度～令和１１年度に実施する主要施策 

 

強靱化地域計画における「強靱化の推進方針」に基づき、令和７年度から令和１１年

度において取り組む主要施策は、次のとおりである。 

これらの実施にあたっては、限られた資源で効率的・効果的に本市の強靱化を進める

ため、前頁に掲げる重点化施策項目について、特に取組の推進に努めるものとする。 

 

 

（１）交通・物流 ～交通ネットワークの強化～ 

（道路ネットワークの整備） 

○東海環状自動車道西回り区間及びＩＣアクセス道路の整備促進 ［国・県・市（建設課）］ 

・国、県に要請している道路の早期全線開通を見据え、東海環状自動車道及び国道２５

６号高富バイパスの未供用区間の用地買収や工事の実施を推進する。 

［主な整備箇所］ 

事業主体 路線名 内容 関係課 再掲
国 東海環状自動車道（西回り区間） 道路整備 建設課
県 国道256号高富バイパス 道路整備 建設課

 

 

○強靱化に資する道路ネットワークの整備及び機能強化 ［市（建設課）］ 

・広域的かつ大規模な災害に備え、救助・救急活動や災害対応に支障が生じる事態を回

避するため、緊急輸送道路の機能確保を目的とした整備を実施する。 

［主な整備箇所］ 

事業主体 路線名 内容 関係課 再掲
市 青波　無名橋 橋梁耐震補修 建設課
市 神崎橋 橋梁耐震補修 建設課
市 片原　無名橋 橋梁撤去工事 建設課
市 出戸　無名橋 橋梁撤去工事 建設課
市 布袋橋 橋梁耐震補修 建設課
市 不動野橋 橋梁耐震補修 建設課
市 祢宜ノ洞橋 橋梁耐震補修 建設課
市 上馬場橋 橋梁耐震補修 建設課
市 道路法改正に伴う法的点検（橋梁） 橋梁法点検　 建設課
市 馬坂トンネル トンネル点検 建設課
市 馬坂トンネル トンネル補修 建設課

 

 

○地域活性化や地域の安全・安心につながる幹線道路などの整備 ［国・県・市（建設課）］ 

・災害による地域交通ネットワークの分断や道路利用者の安全を確保するため、道路拡

幅、歩道整備、防護柵設置により、地域をつなぐ道路の整備や交通安全対策を着実に実

施する。 
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［主な整備箇所］ 

事業主体 路線名 内容 関係課 再掲
国 東海環状自動車道（西回り区間） 道路整備 建設課 ○
県 国道256号高富バイパス 道路整備 建設課 ○
市 (2)02011号線【農免】 道路事業 建設課
市 市道15093号線【ＩＣ周辺関連】 道路事業 建設課
市 市道02010号線【東浦線　02011号線改良関連】 道路事業 建設課
市 市道14002号線【新川関連】 道路事業 建設課
市 市道14100号線【東深瀬】 道路事業 建設課
市 市道14008号線【富岡橋】 道路事業 建設課
市 市道15081号線【国道256号交差点】 道路事業 建設課
市 市道15086号線【国道256号交差点】 道路事業 建設課
市 (他)11013号線【病院周辺】 道路事業 建設課
市 (他)市道17001号線【出屋敷線】 道路事業 建設課
市 (他)11129号線【武士ヶ洞工業団地】 道路事業 建設課
市 市道01028号線【田栗・瀬見】 舗装補修 建設課
市 市道01024号線【水品】 舗装補修 建設課
市 市道69074号線【岩佐】 舗装補修 建設課
市 市道69089号線【岩佐】 舗装補修 建設課
市 市道01011号線【椎倉・馬坂】 舗装補修 建設課
市 市道14071号線【校北・尾右】 舗装補修 建設課
市 市道01010号線【校北・尾右】 舗装補修 建設課
市 市道14126号線【校北・尾右】 舗装補修 建設課
市 市道01009号線【高中・総体】 舗装補修 建設課
市 市道11187号線【高中・総体】 舗装補修 建設課
市 市道14001号線【高中・総体】 舗装補修 建設課
市 市道11106号線【南・森】 舗装補修 建設課
市 市道11001号線【佐賀・本町】 舗装補修 建設課
市 市道11149号線【北町・本町】 舗装補修 建設課
市 市道02002号線【北町・本町】 舗装補修 建設課
市 市道13046号線【高木】 舗装補修 建設課
市 市道13022号線【高木】 舗装補修 建設課
市 市道16065号線【塚洞・七日市】 舗装補修 建設課
市 市道16117号線【中村】 舗装補修 建設課
市 市道37047号線【小倉】 舗装補修 建設課
市 市道37043号線【小倉・松尾】 舗装補修 建設課
市 市道37003号線【伊自良農免】 舗装補修 建設課
市 市道19004号線【大桑四国山】 舗装補修 建設課
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市 市道18039号線【大桑農免】 舗装補修 建設課
市 武士ヶ洞工業団地用地道路改良 舗装補修 建設課
市 通学路改良事業 通学路改良 建設課
市 無電柱化推進計画 無電柱化 建設課
市 未就学児の緊急安全点検 未就学児の緊急安全点検 建設課
市 市道交差点改良事業 市道改良 建設課

 
 

（孤立・大雪対策の推進） 

○孤立予想集落における備蓄の確保 [市（総務課）］ 

・孤立が予想される集落については、孤立しても自立的な生活が継続できるよう、飲料

水、食料、生活用品などの個人での備蓄（最低３日分以上）を呼びかけるほか、市によ

る備蓄の充実を図る。 

・孤立集落に支援を行う上で通信の確保は不可欠であり、固定電話、携帯電話ともに使

用できない場合の衛星携帯電話などの通信手段や非常用電源の確保を図る。また、民

間の衛星通信機器をはじめとするデジタル等新技術を用いた通信手段の確保を検討す

る。 

 

○除雪体制の強化による冬期交通の安全確保 ［市（建設課）］ 

・大雪などの際、早期に通行の確保を図る必要があるため、除雪体制の強化及び路面状

況などの監視体制の強化を図る。 

 

［主な事業］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲
市 凍結防止剤散布、除雪事業 市道の凍結防止剤散布、除雪 建設課

 

 

（公共交通機関との連携強化） 

○バス事業者との連携の強化 [市（企画財政課）］ 

・バス事業者と情報共有を図り連携強化に努める。 

 

 

 

（２）国土保全 ～河川、砂防、治山などの対策～ 

 

（総合的な水害・土砂災害対策の推進） 

○住民への災害リスクの周知 ［県・市（総務課）］ 

・中小河川における水害時の避難対策の強化に向け、地域に潜む水害リスクを可視化す

るため、洪水浸水想定区域図等を公表し、住民の防災意識を向上させる。 

・市内１７河川（一級河川）について、避難判断の参考となる水位を設定して洪水時のリ

スクの高まりを示すなど、平常時からリスクに備える取組を進める。 
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○総合的な治水対策の推進 ［県・市（建設課、農林畜産課）］ 

・近年の豪雨で、浸水被害が発生した三田叉川、赤尾川などにおいて、緊急的に河川改修

などの治水対策を実施し、早期に治水安全度の向上を図る。 

・洪水時の流下阻害となる箇所の河川の掘削や樹木伐採などを進め、流下能力の向上を

図る。 

・水害を防止するための河川改修が県により計画的に進められているが、河川の下流地

域では、豪雨時には冠水のおそれのある地域もあり、集中豪雨などに備え、危険箇所を

中心に市の管理する河川についても改修を進める。 

・急流河川の多い北部地域については、護岸の補強や河床の安定を図るなどの局部的な

河川改修を図る。 

 

［主な事業・整備箇所］ 

事業主体 事業箇所名 内容 関係課 再掲
県 一級河川鳥羽川 河川改修事業 建設課
市 三田叉川改修 河川改良事業 建設課
市 赤尾川改修 河川改良事業 建設課
市 赤尾排水路工事　 農業農村整備事業 農林水産課  

 

○総合的な土砂災害対策の推進 ［県・市（農林畜産課、建設課）］ 

・森林地域には、土砂の崩壊などが発生する可能性のある危険箇所が多数あり、土砂災

害防止法による土砂災害警戒区域などの指定を受けている。特に北部地域は危険渓流

が多く、森林の荒廃によると思われる局部的な水害が目立つため、地域の要望に基づ

き、順次、治山・砂防施設の整備を進めるとともに、治山・砂防対策に対する地域住民

への啓発活動に努める。 

・山地災害の発生を未然に防ぐため、森林の公益的機能を維持増進するとともに、急傾

斜地崩壊危険区域などの危険箇所の把握・監視や治山・砂防施設の維持管理や整備を

図る。 

 

［主な事業］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲
県 砂防事業（県事業） 砂防事業 建設課
県 急傾斜地崩壊対策事業（県事業） 急傾斜地崩壊対策事業 建設課
市 災害復旧事業 建設課

 

 

 

 

（３）農林水産 ～災害に強い農地・森林づくり～ 

 

（農業用排水機場等の整備） 

○農業用排水機場等の更新整備と耐震対策の推進 ［市（農林畜産課）］ 

・農業用排水機場の長期的な施設の確保に向けた保全対策を推進する。 
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［主な事業・整備箇所］ 

事業主体 箇所名 内容 関係課 再掲
市 高木阿原揚水機場整備補修 土地改良施設維持適正化事業 農林畜産課
市 唐鋤転倒堰整備補修 土地改良施設維持適正化事業 農林畜産課
県 富岡排水機場ポンプ施設更新 県営湛水防除事業 農林畜産課
市 梅原行信揚水機場更新 土地改良施設維持管理適正化事業 農林畜産課  

 

（農業用ため池の防災対策の推進） 

○農業用ため池の耐震対策の推進 ［県・市（農林畜産課）］ 

・生命、財産に影響を与えるおそれがある農業用ため池については、点検・調査を実施

し、計画的な整備などを推進する。 

・防災重点ため池の国基準の見直しにより対策を必要とするため池については、ハード

整備及びハザードマップの作成や管理体制の強化など、引き続きハード・ソフトを組

み合わせた取組を推進する。 

 

［主な事業・整備箇所］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲
市 団体営ため池（知勝院第2、市場）機能廃止等工事 農業農村整備事業 農林畜産課

 

 

（農地・農業用水利施設などの適切な保全管理） 

○農業水利施設の長期的な施設機能確保の推進 ［市（農林畜産課）］ 

・安定した食料供給に向け、農業用水利施設の長期的な施設機能の確保に向けた保全対

策を推進する。 

・担い手の育成や継続的な営農活動を行う集落などを支援するとともに、地域の活動組

織が主体となった農地や農業用水利施設などを保全管理する取組の支援を推進する。 
 

［主な事業・整備箇所］ 

事業主体 事業名 内容 関係課 再掲
市 農地維持支払・資源向上支払　2地区 多面的機能支払 農林畜産課
市 中山間地域等支払　９地区 中山間地域等支払 農林畜産課
市 県単かんがい排水（青波地区）工事　 農業農村整備事業 農林水産課
市 県単かんがい排水（東深瀬地区）工事　 農業農村整備事業 農林水産課
市 県単かんがい排水（大桑地区）工事　 農業農村整備事業 農林水産課
市 県単かんがい排水（大桑その2地区）工事　 農業農村整備事業 農林水産課  

 

 

 

○鳥獣害の防護と捕獲の一体的推進 ［市（農林畜産課）］ 

・鳥獣被害の増加が著しい地域に対する重点支援を行うことにより、市内における鳥獣

被害の軽減を図る。 
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［主な事業］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲
市 野生鳥獣捕獲業務委託 岐阜県野生鳥獣被害防止助成 農林畜産課
市 ニホンジカの個体数調整 野生鳥獣捕獲管理推進事業 農林畜産課

 

 

（林道の整備） 

○林道整備の推進 ［県・市（農林畜産課）］ 

・地域交通ネットワークの補完や災害に強い森林づくりのため、県と連携して計画的に

林道整備を推進する。 

 

［主な事業・整備箇所］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲
市 林道鯱尾線舗装工事 岐阜県森林・林業対策事業 農林畜産課
市 林道夏坂線防護柵設置工事 農山漁村地域整備 農林畜産課
市 林道日原線等５箇所　林道橋梁工事（公共） 森林環境保全整備事業 農林畜産課
市 林道の整備５箇所 岐阜県森林・林業対策事業、他 農林畜産課
市 災害復旧事業 農林畜産課

 
 

（災害に強い森林づくり） 

○水源林、渓畔林、奥山林などの間伐などの支援 ［市（農林畜産課）・民間］ 

・豪雨による山地災害などを防止するため、森林の多面的機能の持続的な発揮に向け、

引き続き人工林の針広混交林化や、間伐などの森林整備を計画的に推進する。 

・森林環境譲与税の導入と併せて施行された森林経営管理制度を活用し、森林整備を推

進する。 

 

［主な事業］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲
市 里山林整備業務委託 里山林整備事業 農林畜産課
市 森林整備事業等 岐阜県森林・林業対策事業 農林畜産課

 

 

 

 

 

（４）都市・住宅／土地利用 ～災害に強いまちづくり～ 

 

（住宅・建築物の耐震化・防火対策の促進） 

○木造住宅の耐震化などの推進 ［市（建設課・福祉課）］ 

・住宅の耐震化を推進するため、説明会、住宅耐震化相談会、学校における防災教育の一

環としての耐震化に関する「出前授業」など、様々な分野から普及啓発を実施する。 
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［主な事業］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲
市 木造住宅耐震診断 住宅・建築物安全ストック形成事業 建設課
市 木造住宅耐震補強工事 住宅・建築物安全ストック形成事業 建設課
市 建築物耐震診断 住宅・建築物安全ストック形成事業 建設課
市 建築物耐震改修 住宅・建築物安全ストック形成事業 建設課
市 木造住宅耐震診断 建築物等耐震化事業 建設課
市 木造住宅耐震補強工事 建築物等耐震化事業 建設課
市 建築物耐震診断 建築物等耐震化事業 建設課
市 建築物耐震改修 建築物等耐震化事業 建設課
市 家具等転倒防止器具購入助成金 福祉課

 

 

 

○防火水槽耐震化等の推進 ［市（総務課）］ 

 ・大規模火災発生時における消防水利確保訓練等を実施するとともに、確実に消防水利

を確保できるように防火水槽の耐震化等を図る。 

 

［主な事業］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲
市 消防設備（防火水槽他）整備事業 耐震化及び新規整備 総務課

 

 

（避難誘導体制の強化） 

○避難誘導体制の強化 ［市（総務課）］ 

・更新した各種ハザードマップの活用により、自主防災組織等での災害図上訓練等にて

危険箇所の確認及び避難誘導体制の強化を図る。 

 

（空家対策の推進） 

○空家対策の推進 ［市（建設課・まちづくり・企業支援課）・民間］ 

・災害時に空き家の倒壊や火災などを防止するため、空家の利活用や除却を進めるとと

もに、空家所有者等に適切な管理の意識啓発をする。 

 

［主な事業］ 

市 危険家屋等除却補助事業 空き家対策総合支援事業 建設課

市 空家利活用促進補助事業 空き家対策総合支援事業
まちづくり・

企業支援課

市 空き家バンク等利活用促進支援事業 デジタル田園都市国家構想（地方創生推進タイプ）
まちづくり・
企業支援課

市 空家対策事業 空き家対策総合支援事業
建設課、

まちづくり・

企業支援課

 



- 10 - 
 

 

（大規模盛土造成地対策の実施） 

○大規模盛土造成地対策の実施［市（建設課）］ 

・大規模盛土造成地の宅地地盤の被害の防止・軽減につなげるため、滑動崩落等のおそ

れがある大規模盛土造成地の第二次スクリーニング調査の実施や結果によっては対策

工事の実施を検討する。 

 

［主な事業］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲
市 大規模盛土造成地の変動予測調査 宅地耐震化推進事業 建設課
市 大規模盛土造成地滑動崩落防止事業 宅地耐震化推進事業 建設課

 

 

（帰宅困難者対策の推進） 

○帰宅困難者対策の推進［市（企画財政課）・民間］ 

・大規模災害時に、帰宅困難者を一定期間留めておけるように、バスターミナル施設の

運営事業者及びバス事業者と連携強化に努める。 

 

（被災住宅への支援） 

○速やかな被災者の生活再建支援［県・市（福祉課・税務課）］ 

・被災住宅の被害状況に応じて災害救助法、被災者生活再建支援法や市の被災者生活・

住宅再建支援事業及び県の被災者生活・住宅再建支援制度を速やかに適用し、被災者

の生活再建を支援する。また、県・市相互による職員応援体制に基づき被害認定調査と

罹災証明書発行業務が迅速に行われるよう実施体制の強化を図る。 

 

（避難所の防災機能・生活環境の向上） 

○避難所の防災機能及び環境整備［市（総務課）］ 

・暑さ・寒さ対策やプライバシー配慮対策をはじめ乳幼児のいる世帯や女性、障がい者、

高齢者などの多様な利用者に配慮した環境整備を図る。 

・避難所が備蓄・保有する非常用発電機の数量、規格、燃料補給体制などについて総点検

を行う。 

 

（応急仮設住宅の円滑かつ迅速な供給） 

○応急仮設住宅の供給の推進［県・市（建設課）］ 

・建設型応急仮設住宅については、引き続き県と連携し必要戸数分の建設可能用地を確

保するとともに、災害後の迅速な建設体制を整備する。 

・賃貸型応急住宅については、円滑に提供できるよう、関係団体への制度の周知及び協

定締結など実施体制の強化を図る。 

 

（地籍調査の促進） 

○地籍調査の推進 ［市（建設課）］ 

・災害復旧の迅速化や境界トラブルを未然に防ぐため、地籍調査を計画的に実施する。 
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［主な事業・整備箇所］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲
市 和合松地区 地籍調査 建設課

 

 

（文化財の保護対策の推進） 

○文化財保護対策の推進 ［市（生涯学習課）］ 

・地域の文化財を適切に保存し後世へ継承するため、防災・減災・防犯対策の徹底、大規

模災害に備えた老朽化対策や、耐震調査・耐震補強などへの支援、また、後世への継承

や資料の一元管理を図るため、文化財の資料・写真などをデジタルデータとして収集

しアーカイブ化を進める。 

 

（環境保全の推進） 

○災害に強い森林づくりや公園などの保全を推進 ［市（農林畜産課）］ 

・本市の豊かで美しい自然環境の持つ多面的機能が持続的に発揮されるよう、災害に強

い森林づくりや公園などの保全を推進する。 

 

［主な事業］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲
市 森林整備事業等 岐阜県森林・林業対策事業、他 農林畜産課 ○

 

 

 

 

 

（５）保健医療・福祉 ～医療救護体制確保及び要配慮者への支援～ 

 

（災害医療体制の充実） 

○災害医療体制の充実 ［市（健康介護課）］ 

 ・災害時医療救護計画の更新や、三師会（山県医師会、山県市歯科医師会、山県市薬剤

師会）との連携強化などにより、引き続き災害時の医療救護体制の充実を図る。 

 

（救急医療施設などの耐震化の促進） 

○救急医療施設などの耐震化の推進 ［市（建設課）］ 

 ・救急医療施設などについて、助成制度の周知を図り、引き続き耐震化等を進める。 

 

○社会福祉施設等の耐震化などの推進 ［市（健康介護課）・民間］ 

・地震発生時や火災発生時に、自力で避難することが困難な方が多く入所される社会福

祉施設などについて、助成制度の周知を図り、引き続き耐震化を進める。 
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［主な事業］ 

事業主体 事業名 内容 関係課 再掲
市 既存高齢者施設等のスプリンクラー設備等整備事業 スプリンクラー設備等 健康介護課
市 認知症高齢者グループホーム等防災改修等支援事業 大規模修繕等 健康介護課
市 社会福祉連携推進法人等による高齢者施設等の防災改修等支援事業 大規模修繕等 健康介護課
市 高齢者施設等の安全対策強化事業・換気設備設置事業 ブロック塀等の改修等 健康介護課  

 

（医療施設などにおけるエネルギー確保） 

○医療施設などにおけるエネルギー確保の推進 ［市（健康介護課、子育て支援課）・民間］ 

・災害時にエネルギー供給が長期途絶することを回避するため、医療施設が行う非常用

自家発電設備や給水設備などの整備に努めるよう助言する。 

・社会福祉施設の非常用自家発電設備の整備を促進するとともに、最低３日分以上の食

料、飲料水、その他生活必需品（個々のアレルギーなどに対応した食品など）の備蓄を

行うよう、引き続き依頼する。 

 

［主な事業］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲

市
高齢者施設等の非常用自家発電・給水設備
整備事業・水害対策強化事業

非常用自家発電設備等 健康介護課
 

 

（避難所環境の充実） 

○良好な避難所環境の確保［市（総務課、健康介護課）］ 

・避難所における防犯体制の確保や、感染症の発生・蔓延を防ぐための衛生・防疫体制の

整備を図る。 

・要配慮者が安心して避難生活を送れるようにするため、県の「避難所運営ガイドライ

ン」を踏まえて、市の避難所運営マニュアルを必要に応じて改定する。 

・災害時における避難所のトイレの確保・管理を、水・食料などと同様に重要事項として

認識し、適切な対応に努める。また、仮設トイレの供給に関し、民間企業との協定締結

に努める。 

・避難所における生活環境改善に資するため、トイレカー、キッチン資機材やプライバ

シー確保のためのパーティション、簡易ベッドなど車両や資機材の整備確保に努める

。 

［主な事業］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲
市 地域防災緊急整備型（避難所の生活環境改善等）事業 資機材、トイレカー等の整備 総務課

 

 

（福祉避難所の運営体制確保） 

○福祉避難所の充実強化 ［市（福祉課）・民間］ 

・市は福祉避難所運営マニュアルを策定済みであり、また１６福祉施設と協定を締結し

ており、福祉避難所の充実・強化を図る。 
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（災害時健康管理体制の整備） 

○災害時の保健活動体制整備の推進 ［市（健康介護課）］ 

・発災初動における市の役割分担、関係機関などとの連携体制について、具体的行動レ

ベルでの共有・イメージ化など、平常時の準備を進め関係機関などと連携した健康管

理体制を構築する。 

 

（医療・介護人材の確保・育成） 

○医療人材確保の推進 ［市（健康介護課）・民間］ 

・高齢化が進展するなか、災害時に医療や介護人材の絶対的不足による被害の拡大を生

じさせないよう、引き続き、医療・介護人材の計画的な育成・確保策に平時から取り組

むとともに、災害に備えた訓練の実施や広域支援体制の整備などにより、医療・介護人

材の災害対応力の強化を図る。 

 

（社会福祉施設などへの支援） 

○社会福祉施設などへの支援 ［市（健康介護課）・民間］ 

・災害時の福祉・介護分野における人材派遣など、広域的な緊急支援について、有事の際

を想定し市内の福祉団体など支援体制を整備する。 

・社会福祉施設などの防災体制の整備と応援協力体制の確立については、定期的に確認

を行い、今後、現状に合わせた防災計画の見直しや連携体制の強化に努める。 

 

 

 

（６）産業 ～サプライチェーンの確保・風評被害防止対策～ 

 

（ＢＣＰなどの策定支援） 

○実効性の高いＢＣＰの普及強化 ［市（まちづくり・企業支援課）・民間］ 

・中小企業の支援機関である山県市商工会が、災害等緊急事態が発生した場合にいち早

く業務が再開できるようあらかじめ整理し取り決めておくＢＣＰ計画の策定を支援す

る。 

 

（本社機能の誘致・企業立地の推進） 

○本社機能移転促進支援 ［県・市（まちづくり・企業支援課）］ 

・企業立地の促進を図るため、立地用地の確保や必要なインフラ整備を推進する。また、

大都市圏からの本社機能等の誘致活動を促進するため、県と連携し、立地に係る優遇

制度等を継続して行う。 

 

（観光地などの風評被害防止対策の推進） 

○災害発生時における観光への風評被害の防止 ［市（まちづくり・企業支援課）・民間］ 

・正確な情報発信源となる、市及び山県市観光協会のホームページの充実と更新作業を

行う職員等のスキルアップを図る。また、（仮称）山県バスターミナルなどの多くの人

が集う施設等には誰もが容易に情報を発信できる方策を検討する。 
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（７）ライフライン・情報通信 ～生活基盤の維持～ 

 

（総合的な大規模停電対策の推進） 

○市・医療施設など重要施設への電力供給体制の整備 [市（総務課）・民間] 

・市、医療施設や重要施設が備蓄、保有する非常用発電機の数量、規格、燃料補給体制な

どについて総点検を行うとともに、平時から電気事業者などとの連携、協力体制を強

化し、長期停電時に優先配備すべき施設の共有を図り、代替的な電源が確保できる体

制を整備する。 

 

○市民への情報発信の充実 [市（総務課）・民間] 

・停電時の住民の不安や混乱を軽減するため、電気事業者と相互に連携して情報をホー

ムページで提供するなど、情報発信手段の多様化を図る。 

 

（上下水道施設の耐震化・老朽化対策の推進） 

○水道施設の耐震化・老朽化対策の推進 ［市（水道課）］ 

・緊急輸送道路や避難所などの重要給水施設の敷設管路の耐震化などを計画的・集中的

に実施する。 

・上水道・簡易水道施設については、水道ビジョン等の計画を策定し、施設と管路の耐震

化・老朽化対策を推進する。 

 

［主な事業］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲
市 水道事業　水道ビジョン計画策定業務 計画策定 水道課
市 水道事業　ストックマネジメン計画策定業務 計画策定 水道課
市 高富地域上水道耐震化事業 耐震化 水道課
市 美山地域上水道耐震化事業 耐震化 水道課
市 伊自良地域簡易水道耐震化事業 耐震化 水道課
市 中洞地域簡易水道耐震化事業 耐震化 水道課
市 高富水源地耐震化事業 耐震化 水道課
市 西武芸水源地耐震化事業 耐震化 水道課

 

 

○公共下水道施設の老朽化、不明水対策の推進 ［市（水道課）］ 

・下水道施設について、耐震化、老朽化対策を促進する。 

・公共下水道施設については、ストックマネジメント計画を策定し、優先順位を付けて

下水道施設の老朽化対策、や下水道管渠の不明水対策を推進する。 
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［主な事業］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲
市 公共下水道事業ストックマネジメント計画策定業務 計画策定 水道課
市 公共下水道事業　不明水対策工事 改築・更新整備 水道課
市 高富浄化センター中央監視装置更新工事詳細設計業務 改築・更新整備 水道課

市
高富浄化センター中央監視装置更新工事
（機械・電気設備更新工事）

改築・更新整備 水道課
 

 

○農業集落排水施設について、耐震化、老朽化対策、不明水対策の推進 ［市（水道課）］ 

・農業集落排水施設については、機能診断、最適整備構想、再編計画など機能保全等に

関する一連の計画等を策定し、耐震化、老朽化対策、不明水対策を推進する。 

 

［主な整備箇所等］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲
市 農業集落排水事業機能強化調査設計業務 計画策定 水道課
市 農業集落排水大桑地区　不明水対策工事 改築・更新整備 水道課
市 農業集落排水桜尾地区　不明水対策工事 改築・更新整備 水道課

 

 

（上下水道における業務継続体制の整備） 

○上水道・簡易水道業務継続計画の見直し ［市（水道課）］ 

・大規模地震発生後に必要な業務を的確に行うため、水道業務継続計画（ＢＣＰ）、災害

支援協定、防災訓練等の推進を図る。 

・能登半島地震による震災被害を踏まえた、災害の防止等のためハード・ソフト一体と

なった体制整備を促進する。 

 

［主な事業］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲
市 山県市水道ＢＣＰ改定 ＢＣＰ改定 水道課
市 災害支援協定 災害対策 水道課
市 水道事業災害訓練 災害訓練 水道課

 
 

○下水道業務継続計画の見直し ［市（水道課）］ 

・大規模地震発生後に必要な業務を的確に行うため、下水道業務継続計画（ＢＣＰ）、災

害支援協定、防災訓練等や下水道ソフト対策を促進する。 

・平成３０年７月豪雨の長時間降雨等による浸水被害や、能登半島地震による震災被害

を踏まえた、災害の防止等のためのハード・ソフト一体となった体制整備を促進する。 
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［主な事業］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲
市 山県市下水道ＢＣＰ改定（風水害・地震） ＢＣＰ改定 水道課
市 災害支援協定 災害対策 水道課
市 下水道事業災害訓練（岐阜県合同伝達訓練） 災害訓練 水道課
市 高富浄化センター№５主ポンプ増設工事 災害対策 水道課

 
 

○下水道事業長期継続体制の整備 ［市（水道課）］ 

・下水道の汚水処理施設整備構想や汚水処施設最適化計画等の計画を策定し、公共下水

道と農業集落排水の広域化・共同化を検討する。 

 

［主な事業］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲
市 汚水処理施設整備構想策定業務 計画策定 水道課
市 汚水処理施設最適化検討業務 計画策定 水道課
市 公共下水道事業広域化詳細設計業務 下水道広域化・共同化推進 水道課
市 下水道事業広域化詳細設計業務（赤尾地区） 下水道広域化・共同化推進 水道課
市 下水道事業広域化詳細設計業務（梅原地区） 下水道広域化・共同化推進 水道課

 
 

（合併浄化槽への転換促進） 

○合併処理浄化槽への転換支援の推進 ［市（市民環境課）］ 

・下水道未供用区域においては、老朽化した単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転

換を引き続き促進する。 

 

［主な事業］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲
市 単独浄化槽から合併処理浄化槽設置補助金 合併処理浄化槽設置 市民環境課

 

 

（水源の多様化） 

・大規模災害発生時に長期間にわたる断水の不足事態に備え、災害時協力井戸制度を推進

する。 

 

（ライフライン事業者との協力連携の強化） 

・協定締結先であるライフライン事業者と平常時からの情報交換を行うとともに、総合防

災訓練へ関係事業者に参加いただくなど、引き続き連携の強化に努める。 
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（８）行政機能 ～公助の強化～ 

 

【行政】 

（災害初動対応力の強化）  

○応急復旧業務の体制強化［県・市（総務課）］ 

・罹災証明書発行業務など応急復旧業務に従事する職員を確保するため構築した県・市

相互による職員応援体制に基づき、災害対応フェーズに応じて派遣調整などについて

平時から訓練を行うとともに、「被災者支援システム」の有効活用のため、平時から職

員間の情報共有を図る。 

 

（防災拠点機能の強化） 

○広域物流拠点の体制強化［県・市（総務課）］ 

・災害発生時における円滑な拠点運営が図られるよう、県と連携した実動訓練を実施す

る。 

・広域物資輸送拠点の運営マニュアルを作成するとともに受援計画を見直し、必要な防

災資機材についても整備を行う。 

 

（住民への情報伝達の強化と伝達手段の多様化） 

○住民などへの情報伝達の強化 ［県・市（総務課、福祉課）］ 

・市防災情報通信システムを利用し、ＳＮＳを活用した情報発信など、多種多様な情報

伝達を強化する。 
・市防災行政無線については、長期停電による電源喪失にも対応できるよう、燃料やバ

ッテリー補給体制の再点検を行い、万一停止した際の広報車による巡回広報など代替

手段を予め検討する。 
・外国人向け情報提供手段として、避難情報の多言語化及び情報発信方法の整備などの

取組を図る。 

・災害時においても対応できるよう、聴覚障がい者への意思疎通を図るため、平時にお

ける意思疎通支援事業の実施や市民向けの手話啓発を促進する。 

・住民への的確な避難情報の発令が行えるよう、出水期前に県の情報伝達訓練に継続し

て参加する。 

 

（防災情報通信システムの維持管理） 

○山県市防災情報通信システムの維持管理 ［市（総務課）］ 

・市防災情報通信システムの整備を行っており、災害時においても確実に運用できるよ

う適正に維持管理を行う。 

 

（業務継続体制の整備） 

○業務継続体制の整備 ［市（総務課）］ 

・業務継続計画の実効性を高めていくため、継続的に周知・訓練を行うとともに常に最

新の状況を反映した計画となるよう点検を実施する。 

 

（非常用物資の備蓄促進） 

○非常用物資・資機材の整備促進 ［市（総務課）］ 
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・防災タウンミーティングや出前講座などを通じ、家庭などにおける最低３日分以上の

生活必需品などの自主的な備蓄を啓発するとともに、民間企業などとの協定締結を拡

充し、備蓄体制の強化を図る。 

・市非常用物資の備蓄計画数確保のため、備蓄品の随時購入を行う。また、必要に応じ備

蓄品の見直しを行い、適時適切な維持管理に努める。 

・避難所における生活環境改善に資するため、トイレカー、キッチン資機材、パーティシ

ョン、簡易ベッドなど資機材の整備確保に努める。 

 

［主な事業］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲
市 地域防災緊急整備型（避難所の生活環境改善等）事業 資機材、トイレカー等の整備 総務課 〇

 

 

【消防】 

（災害対応力強化のための資機材整備） 

○災害用装備資機材の整備 ［市（総務課）］ 

・大規模災害も考慮した災害用装備資機材の配備増強、更新を図るとともに、消防団員

への使用方法の習熟を図る。 

 

［主な事業］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲
市 災害用資機材及び救助活動用資機材整備事業 更新及び新規整備 総務課

 

 

（消防団員など人材の確保・育成） 

○消防団の加入促進活動への支援 ［市（総務課）］ 

・地域防災力の向上を図るため、自治会（自主防災組織）などの活動を支援するとともに

自治会と連携し消防団員の加入促進及び消防団の活性化を図る。 

 

○女性消防団員が活躍できる環境整備 ［市（総務課）・民間］ 

・多様化する消防団活動に幅広く対応するため、軽可搬ポンプの整備など、女性消防団

員が活躍できる活動環境の整備を支援する。 

 

［主な事業］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲
市 消防団活動活性化事業 活動活性化促進事業 総務課
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（９）環境 ～廃棄物及び有害物質対策～ 

 

（災害廃棄物対策の推進） 

○災害廃棄物処理体制の強化 ［市（市民環境課）］ 

・一般廃棄物処理施設（クリーンセンター）の基幹改良事業に向けて長寿命化総合計画

を策定する。 
 

［主な事業］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲

市
一般廃棄物処理施設（クリーンセンター）
の基幹改良事業に向けての長寿命化計画

長寿命化 市民環境課
 

 

（有害物質対策の検討） 

○建築物の吹付アスベスト対策の推進 ［県・市（市民環境課）］ 

・アスベストや化学物質などの有害物質の飛散・流出対策については、大規模災害発生

時に迅速な対応をするための課題を県と共有し整理・検討する。 

 

（河川に流出したごみなどの処理） 

○河川環境保全の推進 ［県・市（市民環境課）］ 

・災害発生時に流出したごみを適正に処分するため、河川管理者と一体となった河川環

境の保全を図る。 

 

 

 

（１０）リスクコミュニケーション／防災教育・人材育成 

 ～自助・共助の底上げ～ 
 

（防災教育の推進） 

○防災教育を中心とした実践的安全教育の推進 ［市（学校教育課）］ 

・避難訓練とあわせて、地域の災害リスクや災害時にとるべき避難行動の理解促進など

を図る防災教育を実施する。 

・各学校の課題に応じた専門家派遣、関係機関による指導などを通して、防災教育にお

ける教職員の指導力向上を目的とした研修を実施する。 

・異なる危険を想定した命を守る訓練の実施率向上を図り、児童生徒自らが、災害から

命を守る取組について考え、実践する訓練を実施する。 

 

（住民主体での避難対策の強化） 

○地区避難計画などの策定推進［市（総務課）］（一部再掲） 

・更新した各種ハザードマップの活用により、自主防災組織等での災害図上訓練等にて

危険箇所の確認及び避難誘導体制の強化を図る。 

 

○南海トラフ地震臨時情報を活用した避難訓練の実施［市（総務課）］ 
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・南海トラフ地震臨時情報発表時に、個々の状況に応じた適切な避難行動がとられるよ

う防災訓練を実施する。 

 

（要配慮者支援の推進） 

○避難行動要支援者名簿の活用［市（福祉課・健康介護課）］ 

・一人暮らしの高齢者や障がい者など避難行動要支援者の逃げ遅れを防ぐため、要支援

者名簿を作成し、自治会や社会福祉協議会、ケアマネジャーなどと連携し、避難支援を

行う者や方法、避難場所、避難経路などを定めた個別計画策定を継続する。 

・要配慮者利用施設について、水防法及び土砂災害防止法の改正により作成した避難確

保計画により、避難訓練の継続実施を図る。 

 

（防災人材の育成と地域防災力の強化） 

○人材育成と地域防災力の強化 ［市（総務課）］ 

・市において地域で活躍できる防災人材の育成を推進するとともに、育成した人材がそ

れぞれの地域で活躍できる機会の創出を促進する。 

・市民の防災・減災の意識が高まるよう自主防災組織等が行う防災訓練・研修又は資機

材購入などの支援を行うほか、自主防災組織等が行う防災訓練の促進や地区防災計画

の策定といった取組に防災士を派遣することで、地域防災力の強化を図る。 
・共助の取組を進めるため防災士の育成とスキルアップに努め、地域で中心的な役割を担

う「防災リーダー」育成の推進・強化を図る。 

 

（コミュニティ活動の担い手養成） 

○地域の絆づくりの推進 ［県・市（総務課）］ 

・平時からのコミュニティの活力維持を図るため、県と連携し、地域毎の状況や地域の

抱える課題に即した講座を実施し、地域づくり活動を実践できる人材を養成する。 

・防災士の資格取得、人材育成、地域での活動を支援する。 

 
（地域コミュニティの維持発展） 

〇コミュニティ機能の維持・発展［県・市（総務課）］ 

・少子高齢化や人口減少、個人の価値観の変化などにより、地域活動の担い手の高齢化や

担い手の不足が大きな課題となっており、自治会をはじめとした地域コミュニティ機能

の維持・発展に向けた対策を行う。 
 
 

 

（１１）官民連携 ～民間リソースを活かした対応力強化～ 

 

（支援物資供給などに係る官民の連携体制の強化） 

○応援協定締結機関との連携強化 ［市（福祉課、健康介護課）］ 

・生活必需物資や医療救護、緊急救援など災害時における応援協定を各分野で締結して

おり、引き続き新たな協定締結先の検討を進める。また、災害時において確実に活動で

きるよう、各協定締結団体と平時からの「顔の見える」関係を構築し、実践的な共同訓

練を行う。 
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（救出救助に係る連携体制の強化） 

○救出救助に係る関係機関との連携強化［国・県・市（総務課）・民間］ 

・自衛隊、警察、消防などの関係機関及び民間事業者などが相互に連携した実践的な防

災訓練を毎年実施する。 

 

（災害ボランティアの受入・連携体制の構築、支援職員の養成） 

○災害ボランティア活動における受入体制整備 ［県・市（総務課、福祉課）・民間］ 

・災害ボランティア活動における受入体制整備及び関係団体などとの連携の強化のため

、意見交換や研修・訓練などを通じて連携・協働を図る。 

 

 

 

（１２）メンテナンス・老朽化対策 ～社会インフラの長寿命化～ 

 

（社会資本の適切な維持管理） 

○「山県市橋梁個別維持管理計画」・「山県市トンネル個別維持管理計画」に基づく道路等

管理の推進 ［市（建設課）］ 

・道路施設が災害時に確実に機能を発揮するよう、計画的・効率的な維持管理を実施し、

施設機能の長期保全を図る。 

 

［主な事業・整備箇所］ 

事業主体 路線名 内容 関係課 再掲
市 青波　無名橋 橋梁耐震補修 建設課 ○
市 神崎橋 橋梁耐震補修 建設課 ○
市 片原　無名橋 橋梁撤去工事 建設課 ○
市 出戸　無名橋 橋梁撤去工事 建設課 ○
市 布袋橋 橋梁耐震補修 建設課 ○
市 不動野橋 橋梁耐震補修 建設課 ○
市 祢宜ノ洞橋 橋梁耐震補修 建設課 ○
市 上馬場橋 橋梁耐震補修 建設課 ○
市 道路法改正に伴う法的点検（橋梁） 橋梁法点検　 建設課 ○
市 馬坂トンネル トンネル点検 建設課 ○
市 馬坂トンネル トンネル補修 建設課 ○
市 (2)02011号線【農免】 道路事業 建設課 ○
市 市道15093号線【ＩＣ周辺関連】 道路事業 建設課 ○
市 市道02010号線【東浦線　02011号線改良関連】 道路事業 建設課 ○
市 市道14002号線【新川関連】 道路事業 建設課 ○
市 市道14100号線【東深瀬】 道路事業 建設課 ○
市 市道14008号線【富岡橋】 道路事業 建設課 ○
市 市道15081号線【国道256号交差点】 道路事業 建設課 ○
市 市道15086号線【国道256号交差点】 道路事業 建設課 ○  
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市 (他)11013号線【病院周辺】 道路事業 建設課 ○
市 (他)市道17001号線【出屋敷線】 道路事業 建設課 ○
市 (他)11129号線【武士ヶ洞工業団地】 道路事業 建設課 ○
市 市道01028号線【田栗・瀬見】 舗装補修 建設課 ○
市 市道01024号線【水品】 舗装補修 建設課 ○
市 市道69074号線【岩佐】 舗装補修 建設課 ○
市 市道69089号線【岩佐】 舗装補修 建設課 ○
市 市道01011号線【椎倉・馬坂】 舗装補修 建設課 ○
市 市道14071号線【校北・尾右】 舗装補修 建設課 ○
市 市道01010号線【校北・尾右】 舗装補修 建設課 ○
市 市道14126号線【校北・尾右】 舗装補修 建設課 ○
市 市道01009号線【高中・総体】 舗装補修 建設課 ○
市 市道11187号線【高中・総体】 舗装補修 建設課 ○
市 市道14001号線【高中・総体】 舗装補修 建設課 ○
市 市道11106号線【南・森】 舗装補修 建設課 ○
市 市道11001号線【佐賀・本町】 舗装補修 建設課 ○
市 市道11149号線【北町・本町】 舗装補修 建設課 ○
市 市道02002号線【北町・本町】 舗装補修 建設課 ○
市 市道13046号線【高木】 舗装補修 建設課 ○
市 市道13022号線【高木】 舗装補修 建設課 ○
市 市道16065号線【塚洞・七日市】 舗装補修 建設課 ○
市 市道16117号線【中村】 舗装補修 建設課 ○
市 市道37047号線【小倉】 舗装補修 建設課 ○
市 市道37043号線【小倉・松尾】 舗装補修 建設課 ○
市 市道37003号線【伊自良農免】 舗装補修 建設課 ○
市 市道19004号線【大桑四国山】 舗装補修 建設課 ○
市 市道18039号線【大桑農免】 舗装補修 建設課 ○
市 武士ヶ洞工業団地用地道路改良 舗装補修 建設課 ○
市 通学路改良事業 通学路改良 建設課 ○
市 無電柱化推進計画 無電柱化 建設課 ○
市 未就学児の緊急安全点検 未就学児の緊急安全点検 建設課 ○
市 市道交差点改良事業 市道改良 建設課 ○

 

 

（公共施設などの維持管理） 

○市有建物長寿命化の推進 

 ［市(総務課、子育て支援課、農林畜産課、学校教育課、生涯学習課)］ 

・公共建築物などの老朽化対策については、今後、更新時期を迎える建築物も見込まれ

ることから、「山県市公共施設等総合管理計画」に基づき、計画的な維持管理・更新・

廃止を行う。 
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［主な事業・整備箇所］ 

事業主体 事業名・箇所名等 内容 関係課 再掲

市 児童福祉施設の長寿命化 保育所等整備交付金・次世代育
成支援対策施設整備交付金

子育て支援課

市 児童福祉施設遊具等の改修 子育て支援課

市 伊自良農産物直売所浄化槽修繕工事 農林畜産課
市 伊自良農産物直売所井戸ポンプ修繕工事 農林畜産課
市 伊自良農産物直売所ダクト修繕工事 農林畜産課
市 ふれあいバザ－ル屋根修繕工事 農林畜産課
市 てんこもり農産物直売所屋根修繕工事 農林畜産課
市 教育ICT環境整備事業 学校教育課
市 学校施設の長寿命化改修工事 学校教育課
市 学校遊具の修繕 学校教育課
市 小学校体育館空調設備整備工事 学校教育課
市 コミュニティセンター長寿命化等改修 長寿命化等改修 生涯学習課
市 地区公民館公衆無線Wi-Fi整備 デジタル田園都市国家構想（地方創生推進タイプ） 生涯学習課
市 地区公民館建替工事等整備 生涯学習課
市 地区公民館トイレの洋式化改修工事 生涯学習課
市 地区公民館長寿命化等改修工事 生涯学習課
市 大桑城跡石垣等調査事業 生涯学習課
市 富岡小学校屋外運動場トイレ改修工事 生涯学習課
市 市総合体育館長寿命化等改修工事 生涯学習課  

 

 

（メンテナンスに関する人材の養成） 

○メンテナンスに関する人材育成の推進 ［市（建設課）］ 

・点検や補修に関する高度な技術を有する「社会基盤メンテナンスエキスパート（ＭＥ）」

を引き続き養成し、効率的かつ効果的な維持管理を推進する。 

 


